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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第32期

第３四半期連結
累計期間

第32期
第３四半期連結
会計期間

第31期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (千円) 10,079,9363,267,21113,244,374

経常利益 (千円) 155,663 58,277 212,939

四半期(当期)純利益 (千円) 97,302 43,264 71,831

純資産額 (千円) ― 6,733,4366,758,903

総資産額 (千円) ― 12,826,61112,157,788

１株当たり純資産額 (円) ― 1,156.741,148.50

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 17.70 7.87 13.06

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 49.6 51.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △239,651 ― 19,165

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △413,048 ― △19,908

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 48,600 ― 210,604

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,952,4312,564,994

従業員数 (名) ― 143 138

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 143

(注)　従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。なお、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 109

(注)　従業員数は、就業人員数（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であります。なお、

臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
    当第３四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。

事業部門 金額(千円)

汎用樹脂部門 971,940

高機能性樹脂部門 2,034,740

合計 3,006,681

(注) １　金額は、生産数量に平均販売単価を乗じて算出しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績
    当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績は次のとおりであります。

事業部門 金額(千円)

汎用樹脂部門 172,537

高機能性樹脂部門 85,967

合計 258,505

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績
    当第３四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。

事業部門 金額(千円)

汎用樹脂部門 1,225,605

高機能性樹脂部門 2,041,605

合計 3,267,211

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％)

三菱瓦斯化学㈱ 472,735 14.5

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的

な金融危機による株価の下落、急激な円高の影響から100年に一度と言われる急激な世界的不況に見舞わ

れています。高騰が続いた原燃料価格も急速に下落し、経済状況の悪化を加速させています。

　また、不飽和ポリエステル樹脂市場も、不況による自動車産業、電子産業等、経済を支えてきた基幹産業

の経営状況の悪化の影響により市場全体が急速に冷え込み、前年を大きく下回る結果となりました。当社

グループの市場環境も、自動車、電子産業の低迷及び円高による影響から、塗料市場の低迷、輸出品の停滞

が始まり、第３四半期以降の業績に非常に不透明感があります。

　このような状況の中、当社グループは、商品開発等で顧客満足度を満たしながら拡販に努め、また、環境

に適応した粉体塗料用原料及びメタクリル酸エステル類も堅調に推移いたしました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、事業部門別売上高では汎用樹脂部門1,225百万円、高機

能性樹脂部門2,041百万円、売上高合計で3,267百万円、経常利益58百万円、四半期純利益43百万円となり

ました。 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期の財政状態は、流動資産では、現金及び預金の減少612百万円、受取手形及び売掛金の増加

528百万円、たな卸資産の増加222百万円等があり、固定資産は、連結子会社である優必佳樹脂(常熟)有限

公司の工場建設等で616百万円増加となり、総資産は前連結会計年度末と比較して668百万円増加の

12,826百万円となりました。流動負債では、支払手形及び買掛金の増加619百万円等があり、負債合計は前

連結会計年度末と比較して694百万円増加し、6,093百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末と

比較して25百万円の減少となり、6,733百万円となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前四半期純利益60百

万円の計上に、減価償却費69百万円、売上債権の増加による492百万円の減少、仕入債務の増加による361

百万円の増加、法人税等の支払100百万円等により130百万円の減少となりました。投資活動によるキャッ

シュ・フローは有形固定資産の取得による支出で57百万円の減少となりました。財務活動によるキャッ

シュ・フローは配当金の支払により15千円の減少となりました。この結果、当第３四半期連結会計期間末

の現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間末に比べ190百万円の減少となり、19億52百万

円となりました。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、67百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,850,000

計 18,850,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年2月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,500,000同左
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は1,000株
であります。

計 5,500,000同左 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ― 5,500,000 ― 1,100,900 ― 889,640

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    1,000― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式5,498,000 5,498 ―

単元未満株式 普通株式    1,000― ―

発行済株式総数 5,500,000― ―

総株主の議決権 ― 5,498 ―

(注)　単元未満株式の中には、自己株式758株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本ユピカ株式会社
東京都千代田区
　　　紀尾井町４番13号

1,000 ― 1,000 0.02

計 ― 1,000 ― 1,000 0.02

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 364 364 444 420 419 367 371 257 302

最低(円) 313 340 355 335 360 337 250 250 257

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

日本ユピカ株式会社(E00865)

四半期報告書

 9/23



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,452,431 2,064,994

受取手形及び売掛金 ※3
 5,142,678

※3
 4,614,357

商品及び製品 940,554 867,903

仕掛品 90,044 78,162

原材料及び貯蔵品 477,157 339,095

その他 654,816 740,804

貸倒引当金 △2,307 △2,307

流動資産合計 8,755,375 8,703,010

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 862,601

※1
 891,996

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 1,014,455

※1
 743,590

土地 1,340,442 1,340,442

その他（純額） ※1
 261,104

※1
 82,056

有形固定資産合計 3,478,603 3,058,086

無形固定資産 16,390 18,134

投資その他の資産

その他 578,807 407,405

貸倒引当金 △2,565 △28,849

投資その他の資産合計 576,242 378,556

固定資産合計 4,071,235 3,454,778

資産合計 12,826,611 12,157,788

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 4,717,225

※3
 4,097,316

短期借入金 153,300 67,400

未払法人税等 14,784 123,226

引当金 47,697 82,520

その他 ※3
 335,343

※3
 246,755

流動負債合計 5,268,350 4,617,218

固定負債

退職給付引当金 427,377 399,312

役員退職慰労引当金 53,367 45,155

再評価に係る繰延税金負債 312,532 312,532

その他 31,546 24,665

固定負債合計 824,824 781,666

負債合計 6,093,174 5,398,885
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,100,900 1,100,900

資本剰余金 889,640 889,640

利益剰余金 3,891,744 3,832,935

自己株式 △905 △634

株主資本合計 5,881,379 5,822,840

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,900 16,180

土地再評価差額金 468,798 468,798

為替換算調整勘定 △14 7,821

評価・換算差額等合計 478,684 492,801

少数株主持分 373,372 443,261

純資産合計 6,733,436 6,758,903

負債純資産合計 12,826,611 12,157,788
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 10,079,936

売上原価 8,646,928

売上総利益 1,433,008

販売費及び一般管理費

運搬費 398,150

その他 872,927

販売費及び一般管理費合計 1,271,077

営業利益 161,930

営業外収益

受取利息 4,059

受取配当金 20,265

その他 10,947

営業外収益合計 35,271

営業外費用

支払利息 4,443

売上割引 10,542

たな卸資産廃棄損 3,597

支払補償費 11,667

その他 11,287

営業外費用合計 41,539

経常利益 155,663

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,526

特別利益合計 5,526

特別損失

固定資産廃棄損 6,158

固定資産売却損 5,537

その他 4,365

特別損失合計 16,061

税金等調整前四半期純利益 145,129

法人税等 ※1
 110,187

少数株主損失（△） △62,360

四半期純利益 97,302
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 3,267,211

売上原価 2,780,416

売上総利益 486,795

販売費及び一般管理費

運搬費 133,725

その他 286,972

販売費及び一般管理費合計 420,698

営業利益 66,096

営業外収益

受取利息 1,379

受取配当金 545

その他 1,835

営業外収益合計 3,759

営業外費用

支払利息 3,930

売上割引 4,410

その他 3,238

営業外費用合計 11,579

経常利益 58,277

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,526

特別利益合計 5,526

特別損失

固定資産廃棄損 444

貸倒引当金繰入額 2,365

特別損失合計 2,809

税金等調整前四半期純利益 60,993

法人税等 ※1
 47,903

少数株主損失（△） △30,173

四半期純利益 43,264
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 145,129

減価償却費 189,970

売上債権の増減額（△は増加） △556,309

たな卸資産の増減額（△は増加） △223,894

仕入債務の増減額（△は減少） 648,859

その他 △245,086

小計 △41,331

利息及び配当金の受取額 24,324

利息の支払額 △4,597

法人税等の支払額 △218,047

営業活動によるキャッシュ・フロー △239,651

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △420,964

その他 7,916

投資活動によるキャッシュ・フロー △413,048

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 154,750

長期借入金の返済による支出 △67,400

自己株式の取得による支出 △270

配当金の支払額 △38,479

財務活動によるキャッシュ・フロー 48,600

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,462

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △612,562

現金及び現金同等物の期首残高 2,564,994

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,952,431
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

会計方針の変更

棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号）を

第1四半期連結会計期間から適用し、評価基準につい

ては、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。この結果、従来の

方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期

間の売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益がそれぞれ16百万円減少しておりま

す。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する

方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに

関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっ

ております。

２　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結

会計年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

税金費用の計算

　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用

しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額  6,881,711千円

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

　　引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結して

　　おります。

　　　当第３四半期連結会計期間末における貸出コミ

　　ットメントに係る借入未実行残高等はつぎのとお

　　りであります。

　　貸出コミットメントの金額     1,000,000千円 

　　借入実行残高                       ― 千円

    差引額                       1,000,000千円

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

　　ついては、手形交換日をもって決済処理しており

　　ます。

　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

　　関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

　　末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含

　　まれております。

　　受取手形                         52,358千円

　　支払手形                        243,786千円

　　その他（固定資産購入支払手形）   84,210千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額  6,982,714千円

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

　　引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結して

　　おります。

　　　当連結会計年度末における貸出コミットメント

　　に係る借入未実行残高等はつぎのとおりでありま

　　す。

　　貸出コミットメントの金額     1,000,000千円 

　　借入実行残高                       ― 千円

    差引額                       1,000,000千円

※３　　　　　――――――――――

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　法人税等調整額は、法人税等に含めて表

　　示しております。

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　法人税等調整額は、法人税等に含めて表

　　示しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,452,431千円

その他（キャッシュマネジメント

システム預託金）
500,000千円

　　　計 1,952,431千円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日

　至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,500,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,758

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年4月23日
取締役会

普通株式 38,493 7平成20年３月31日平成20年６月26日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

　　　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

当社グループは同一セグメントに属する樹脂及びその関連商品の製造、販売を行っており、当該事業以

外に事業の種類が無いため当該事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、９０％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,156.74円 1,148.50円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 17.70円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期純利益(千円)　　　　　　　　：① 97,302

普通株主に帰属しない金額(千円)　　：② ―

普通株式に係る四半期純利益(千円)　：①－② 97,302

普通株式の期中平均株式数(株) 5,498,640

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 7.87円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。

 ２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期純利益(千円)　　　　　　　　　：① 43,264

普通株主に帰属しない金額(千円)　　　：② ―

普通株式に係る四半期純利益(千円)　　：①－② 43,264

普通株式の期中平均株式数(株) 5,498,242
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月10日

日本ユピカ株式会社

取締役会　御中

　

東陽監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　助　川　正　文　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　原　口　隆　志　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

ユピカ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ユピカ株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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